
 
 
 

「700MHz帯高度道路交通システムの高度化に係る技術的条件」 
の検討開始について 

 
 
１ 検討の背景 

700MHz帯高度道路交通システムは、路車間サービスを提供する基地局と、路車間サービ

ス及び車車間サービスを利用する車載器で構成され、同システムの搭載車については、昨

年（平成27年）10月に市販が開始されたところである。 

同システムにより交通事故の抑止を促すためには、車載器のみならず路側機も含めて同

システムの普及を促進するとともに、安全運転支援に係るサービスの多様化を図ることが

必要とされている。また、近年、自動走行に関する研究開発等の進展に伴い、様々な道路

交通情報の適時取得に対するニーズも高まりつつある。 

このような状況の中、同システムを高度化し、道路交通情報の広域提供や強靱なITSイン

フラの構築を可能とするため、路路間通信の導入について検討を行い、既存無線局への影

響等を考慮しつつ、必要な技術的条件の策定を行うものである。 

 
２ 検討内容 

平成 21 年７月 28 日付諮問第 2029 号「ITS 無線システムの技術的条件」のうち「700MHz

帯高度道路交通システムの高度化に関する技術的条件」 

 

３ 検討体制 

陸上無線通信委員会（主査：安藤 真 東京工業大学 理事・副学長 産学連携推進本部長）

において検討を行う。 

 
４ 答申を予定する時期 

平成 29 年２月頃 
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７００ＭＨｚ帯高度道路交通システムの高度化について

●700MHz帯高度道路交通システムは、路車間サービスを提供する基地局と、路車間サービス及び車車間サービスを
利用する車載器（免許を要しない無線局）で構成され、平成２３年に制度化。昨年９月に国際標準化（ITU‐R勧告M.2084）。

●同システムの搭載車は、昨年１０月より市販開始。
●自動走行に関する研究開発等の進展に伴い、様々な道路交通情報の適時取得に対するニーズが高まりつつある。
●基地局間通信（路路間通信）の導入による路車間サービスのさらなる高度化、ＩＴＳ（高度道路交通システム）インフラの

強靱化に向けた、電波利用に係る環境整備について、技術的検討が必要。

背景

●路路間通信の導入

既存のサービスに有害な影響を与えない範囲内で基地
局相互間を接続する路路間通信を認めることにより、

①緊急車両接近情報の広域提供
②信号情報の広域提供
③ＩＴＳインフラの強靱化 を実現

主な技術的条件の改定

●具体的検討事項

－路路間通信において使用される無線システムの
技術的条件

－路車間通信サービス、車車間通信サービスとの
周波数共用条件

●今後の予定
2017年２月頃 報告書とりまとめ
2017年２月頃 情通審技術分科会一部答申

具体的検討課題等
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（参考）７００ＭＨｚ帯高度道路交通システムの割当状況等について

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

0ms 100ms6.24ms 12.48ms 18.72ms 24.96ms 31.2ms 37.44ms 43.68ms 49.92ms 56.16ms 62.4ms 68.64ms 74.88ms 81.12ms 87.36ms 93.6ms

最大
3.024ms

制御周期 100ms

割当状況

760MHzを中心とする
１波（755.5～764.5MHzの9MHz幅）を割当

（路車間通信と車車間通信で共用中）

現状の共用（路車間通信と車車間通信）方法

●100msを１つの制御周期単位として、その中で路車間通信に利用できる時間帯をスロットとして予め定義している。
－6.24msおきに16個のスロットを定義（1スロットあたり最大3.024ms＝連続送信可能時間）。

（最大3.024ms × 16スロット ＝ 最大48.384ms→ 最大48.384%の時間を路車間通信に利用可能）

●路車間通信で個々の基地局は、任意の100ms中最大10.5msまでしか使用できない（最大3.47スロット）。

●車車間通信は、CSMA/CA※方式により、電波の空いているときに行うことができる。個々の車載器は任意の100ms
中最大0.66msまで使用可能。（連続送信可能時間：最大0.33ms）

－基地局過密エリアでも、全体の50%以上の時間を車車間通信に利用可能
－基地局が全く無いエリアでは、全ての時間を車車間通信に利用可能

車車間メッセージサイズ：最大100Byte
路車間メッセージサイズ：最大7kByte

路車間通信で利用できる通信
リソース（スロット）の一部を
路路間通信でも活用したいと
いうニーズあり
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※CSMA/CA： Carrier Sense Multiple Access/Collision Avoidanceキャリアセンスによる衝突回避機能
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ITS（高度道路交通システム）専用周波数（760MHz）を利用

した車と車、車と路側インフラ設備をつなぐ無線システム。
様々な情報提供等により安全で円滑な運転を支援。

対応車では、ディスプレイ表示や音声を通じて、運転者に
対する注意喚起・情報提供等を実施。

ITS Connectとは？

【車車間通信システム】

緊急車両存在通知
緊急走行車（本システム対応

車両）が周辺にいる場合に、自
車に対するおよその方向・距離、
緊急車両の進行方向を表示

通信利用型レーダー
クルーズコントロール

先行車が本システム対応車
両の場合、先行車両の加減速
情報を用い、車間距離や速度
の変動を抑え、スムースな追従
走行を実現

【路車間通信システム】
赤信号注意喚起

赤信号（本システム対応信
号）の交差点に近づいてもアク
セルペダルを踏み続けるなど、
ドライバーが赤信号を見落とし
ている可能性がある場合に、注
意喚起

信号待ち発進準備案内
赤信号（本システム対応信

号）で停車したとき、赤信号の
待ち時間の目安を表示

右折時注意喚起
交差点（本システム対応信

号）で右折待ち停車時に、対向
車線の直進車や、右折先に歩
行者がいるにもかかわらず、ド
ライバーが発進しようとするな
ど、見落としの可能性がある場
合に、注意喚起

※本ページのイメージ図、説明などはトヨタ社ホームページに掲載されているものを再構成・簡素化等したもの

2015年10月、トヨタ自動車が760MHzを利用した車車間通信システム及び路車間通信システムに
対応した車の販売を開始。ITS専用周波数を利用した車車間、路車間通信の実用化は世界初。

（交差点に設置された車両検知機等の情報を取得して実現）

（参考）７００ＭＨｚ帯高度道路交通システムのサービス（ITS Connect）



参考資料
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6ＩＴＳにおいて利用している周波数

ETC
（自動料金収受システム）

路側放送

(Highway radio) 

700MHz帯安全運転支援システム

車車間通信等により衝突を回避

狭域通信システム (DSRC・ITSスポット)

(1) Text display type

(3) Map display type(2) Simplified Graphic display type

VICS
（道路交通情報通信システム）

76～90
MHz

755.5～764.5
MHz

2.5GHz 5770～5850
MHz

1620
kHz

76～77
GHz

78～81
GHz

60～61
GHz

22～29
GHz

(2) Simplified Graphic display type

kHz GHz

車載レーダーシステム

24/26GHz帯UWBレーダー,
79GHz帯高分解能レーダー

60/76GHz帯長距離レーダー



7

ETC専用

前方車両等の自動検知

○車載レーダー（電波、超音波、赤外線）・カメラ
車両等を検知し、ドライバーへの注意喚起、車間
距離の維持、緊急時のブレーキなど運転支援。

左右・後方の障害物の自動検知

○車載レーダー（電波、超音波）・カメラ
障害物の検知、ドライバーへの注意喚起等。

安全運転支援システム

○車車間・歩車間通信等
位置・速度情報等をやりとりし、
出会い頭の衝突等を回避。

プローブ情報

○携帯電話ネットワーク等
自動車メーカー等では、収集
したプローブ情報（各車両の位
置・ 速度情報等）を基に自社
の顧客向けの道路交通情報
の提供サービス等を実施。

ＩＣＴを活用したＩＴＳの概要

道路交通情報

○VICS （1996年～）

FM多重放送、電波ビーコン、
光ビーコンで情報配信。
（約5000万台：2016年3月末）

狭域通信システム

○ETC （2001年～）

有料道路等での自動料金収受システ
ム。（約７600万台：2016年8月末
※ETC2.0、再セットアップ含む。）

○ITSスポット （2011年～）

高速道路上の事故多発地点の手前で
の注意喚起など、運転支援情報を提供。
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ピピピッ

衝突被害軽減ブレーキ

電波レーダー

ＥＴＣ

カーナビ等を通じＶＩＣＳ情報
（渋滞、通行止め等）を表示

FM多重電波ビーコン光ビーコン

ＶＩＣＳ

ＩＴＳスポット

安全運転支援システム

白線検知

車線逸脱防止システム

ピピピッ

渋滞情報の提供や料金決済など
個々のサービス提供

カメラやレーダーによる車載センサを
活用した高度な運転支援（自律型）

車車間通信、高分解能レーダー等を
複合的に組み合わせることによる
非常に高度な運転支援や自動走行

（自律型＋協調型）

自動走行システム

運転支援の高度化

既に全国普及が進展
渋滞対策等に効果

近年、各自動車メーカー
が競って導入を推進

2020年までに世界一安全な
道路交通社会を実現

次世代ＩＴＳ（高度道路交通システム）の実現イメージ



交通事故死者数の推移と対策

 道路施設（歩道橋、
ガードレール、信号機
等）の整備

 交通安全教育の徹底
 取り締まり強化

車両の安全装備の
向上も貢献

0

5,000

10,000

15,000

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
年

死者数

【高度成長期】

交通網の整備、
自動車の急速
な普及
→ 交通事故増、

大気汚染等

「交通戦争」

年間死者数
16,000人超

【バブル経済】

経済活動が活発化
→ 交通事故が再増加、

CO2による地球温暖化等

近年、減少ペース
が鈍化

＜2015年の交通事故発生状況＞

 交通事故の発生件数 ５３万６，８９９件

 交通事故による死者数 ４，１１７人 ・・・漫然運転、脇見運転、安全不確認が大きな事故要因

⇒ 近年減少傾向にはあるが、依然として厳しい状況。ＩＴＳによる安全確保が喫緊の課題。

 出会い頭や右折時の衝突事故 ： 車両相互の死亡事故の約５割、重傷事故の約６割

⇒ 見通しの悪い交差点等の事故防止の取組が重要。また歩行者（特に高齢者）に関する対策も急務。

2015
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◆ 車車間・路車間通信のイメージ

車車間通信システム

物陰等でドライバーの死角となる
位置に存在する車両の情報等を提
供 路車間通信システム

信号情報、規制情報、歩行者情報など、ドライ
バーにとって死角となっている状況でも情報を
提供

システム概要 システムの特徴

車車間通信 車載器（陸上移動局）どうしが直接通信を行い、
周囲の車の情報（位置、速度等）を入手し、必要
に応じて安全運転支援を行う。

インフラ整備に係わらず不
特定の場所で利用可能。

路車間通信 路側機（基地局）と車載器の通信により、インフ
ラからの情報（信号情報、規制情報、歩行者情報
等）を入手し、必要に応じて安全運転支援を行う。

路側機設置箇所で確実に情
報提供が可能であり、事故
多発地点での効果が期待さ
れる。

700MHz帯安全運転支援システムの概要 10



自動運転の実用化を加速する79GHz帯レーダーへの周波数分配

直線道路での
オートバイ検出

交差点右左折時の
歩行者検出

路側機からの
歩行者等の検出

制
動

制
動

警
報

警
報

警
報

制
動

・ レーダー用周波数の拡大により、自動車レーダーを高性能化（※）し、自動車の安全性向上への貢献や
自動運転の実用化を加速するものと期待。

※ 現在二十数cm程度の大きさのものを把握できるレーダーを7.5cm程度まで把握できる高性能化が期待

特徴
・100m先の範囲まで、7.5cm程度のものを把握できるよう
高性能化し、歩行者等の把握が容易になることが期待

・広帯域を活かした高信頼性検知の向上

◆現在の76～81GHzにおける周波数国際分配（１次分配）

無線標定
（レーダー）

電波天文

ア
マ
チ
ュ
ア
衛
星
・ア
マ
チ
ュ
ア

76.0 GHz77.5 78.0

無線標定
（レーダー）

81.079.0

電波天文

追加割当された帯域

割当周波数の拡大により、自動車の安全性向上への貢献や自動運転の実用化を加速

79GHz帯（77～81GHz）高分解能 レーダー79GHz帯（77～81GHz）高分解能 レーダー

2015年世界無線通信会議（WRC-15：11月2日～27日 於：ジュネーブ）において
自動車で利用されるレーダーを高性能化する周波数拡大について合意

76GHz帯レーダー 79GHz帯レーダー拡大

77.076.0 81.0 GHz
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安全運転支援から自動走行への発展 12

レベル
システム
の区分

概要
実現が見込まれる技術

（例）
市場化等
期待時期

レベル４
※１

完全自動走
行システム

自
動
走
行
シ
ス
テ
ム

加速・操舵・制動を全てドライ
バー以外が行い、ドライバー
が全く関与しない状態
※システム責任

完全自動走行システム
（非遠隔型）

2025年目途※２

無人自動走行移動
サービス（遠隔型等）

限定地域
2020年まで※３

加速・操舵・制動を全てシステ
ムが行い、システムが要請した
ときのみドライバーが対応する
状態
※システム責任、監視義務なし（システ
ム要請前）

自動パイロット 2020年目途※２レベル３

準自動走行
システム

レベル２

加速・操舵・制動のうち複数の
操作を一度にシステムが行う
状態
※ドライバー責任、監視義務あり

準自動パイロット 2020年まで※３

自動レーン変更 2017年

追従・追尾システム 市場化済

レベル１
安全運転支援
システム

加速・操舵・制動のいずれか
の操作をシステムが行う状態
※ドライバー責任

緊急自動ブレーキ
市場化済
（一部）

－
(情報提供等)

運転者への注意喚起等
※ドライバー責任

赤信号注意喚起
右折時注意喚起

技術的
難度

「自動走行システム」等の定義（2016年５月 ＩＴ総合戦略本部「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ2016」を基に作成）

※１ 車両内にドライバーは存在しないものの車両外（遠隔）にドライバーに相当する者が存在する「遠隔型自動走行システム」についてもレベル４に相当すると
見なし、今後、その位置付け・定義について検討、見直しを行う。

※２ 民間企業による市場化が可能となるよう、政府が目指すべき努力目標の時期として設定。
※３ 東京オリパラが開催される2020年までを目標に、高速道路における準自動パイロットや限定地域での無人自動走行サービ等の市場化等を目指す。



自動走行の実現に「電波」はどう役に立つのか

走行速度や交通環境等に応じ、さまざまな自動走行が想定される。

高速走行

低速走行、渋滞

駐車

【さまざまな“自動走行”（例）】

■高速道路において
・ 高速走行状態での自動走行
・ 低速走行状態での自動走行
・ 渋滞状況下での自動走行
・ 隊列走行

■一般道（混合交通）において
・ 市街地での自動走行（歩行者、自転
車 と共存）

■駐車場において
・ 自動駐車

■あらゆる状況下で
・ さまざまな走行状態に柔軟に対応
する汎用的な自動走行車車間通信等による情報入手（イメージ）

さまざまな走行状態
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「操作」
「判断」電波による「認知」



自動走行車の基本的な仕組み

自動走行車は各種レーダー、カメラを数多く装備

自動走行車は、地図情報と
周囲の情報を突き合わせて

走行方法を判断、操作

周囲の状況を適切に把握

カメラ情報

レーダー情報

カメラ・レーダー情報

様々な状況に対応出来るよう
研究開発が進められている

※各自動車メーカーＨＰより抜粋
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側壁自車

先行車

走行車線

後方車



15自動走行システムの実現に向けた発展シナリオ

競
争
領
域

協
調
領
域

⾃律型システム

協調型システム

出会い頭事故防⽌ 歩⾏者・出会い頭事故防⽌

横断⾃転⾞ 歩⾏者（夜間） 路外逸脱警報

⾞載センサーによる
衝突回避性能の向上

ITS(⾞⾞間、路⾞間、歩⾞間
通信）による先読み情報の活⽤

⾃動⾛⾏システム

※USDoT及びSIP資料より抜粋



 内閣府の総合科学技術・イノベーション会議では、府省・分野の枠を超えた横断型のプログラム
として、「戦略的イノベーション創造プログラム」（ＳＩＰ）を創設。

 ＩＴＳ関係（自動走行システム）を含め、１１課題を設定。内閣府はこれらの推進のため、昨年度か
ら予算に「科学技術イノベーション創造推進費」（５００億円）を計上。このうち「自動走行システ
ム」には平成26年度は約25億円、同27年度は約23億円、同28年度は約26億円を配算。

「戦略的イノベーション創造プログラム」（SIP）

課題名

革新的燃焼技術

次世代パワーエレクトロニクス

革新的構造材料

エネルギーキャリア

次世代海洋資源調査技術

自動走行システム

インフラ維持管理・更新・マネジメント技術

レジリエントな防災・減災機能の強化

次世代農林水産業創造技術

革新的設計生産技術

重要インフラ等におけるサイバーセキュリティの確保

＜参考＞ＳＩＰ課題一覧（１１課題）

ＰＤ（プログラムディレクター）
（「自動走行システム」についてはトヨ

タの葛巻清吾ＣＳＴＯ補佐が就任）

ＰＤ（プログラムディレクター）
（「自動走行システム」についてはトヨ

タの葛巻清吾ＣＳＴＯ補佐が就任）

議
総合科学技術・イノベーション会

議

ガバニングボード（有識者議員）

課題ごとに
以下の体制を整備

推進委員会
ＰＤ（議長）、総務省等関係省庁、
関係メーカー・団体、有識者、
内閣府（事務局） 等

推進委員会
ＰＤ（議長）、総務省等関係省庁、
関係メーカー・団体、有識者、
内閣府（事務局） 等

関係府省、管理法人、
研究実施機関

関係府省、管理法人、
研究実施機関

＜参考＞実施体制

交通事故や渋滞を抜本的
に削減し、移動の利便性を
飛躍的に向上させる自動
走行等の新たな交通シス
テムを実現

【自動走行・重要５課題】
①ダイナミックマップ
②HMI（Human Machine 

Interface）

③セキュリティ
④歩行者事故低減
⑤次世代都市交通

自動走行システムの実現により、
①交通事故死者低減、②渋滞緩和、③高齢者移動支援
に貢献することを目指す
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ダイナミックマップとは

紐付け

基盤

路面情報、車線情報3次元構造物など

交通規制情報、道路工事情報、広域気象情報

事故情報、渋滞情報、狭域気象情報など

ITS先読み情報（周辺車両、歩行者情報 信号情報など）

《動的情報(＜1sec) 》

《准動的情報（＜１min) 》

《准静的情報（＜１ｈour）》

《静的情報（＜１month）》

自動走行用ダイナミックマップ（ＳＩＰで開発：地図データの構造化等）

自動走行車

● 「ダイナミックマップ」とは、刻々と変化する動的情報も含んだ高度な地図データベースで
あり、自動走行に不可欠な構成要素。

● ＧＰＳとの補完により、ＧＰＳの精度が十分ではない環境下でも、「ダイナミックマップ情報」と
車両に搭載されている「センサー情報」を突き合わせて、自車の正確な位置推定を行うこと
ができる。

● 自車のセンサーが届かないところの状況（曲がり角の先の道路状況等）をダイナミックマップ
を通じて把握することができる。

ダイナミックマップデータベースの整備、
ダイナミックマップそのものの更新・配信の方法が課題
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自動走行実現に向けたグローバル競争
～ Googleによる自動走行技術の開発 ～

(Web記事等の情報をもとに作成）

 ルートを入力し、「発進」や「停止」のボタン
を押すだけで自律的に走行

 最高速度は時速25マイル（約40キロ）
 試作車を100台規模で製造、今後2年以内

にカリフォルニア州で小規模な試験運用を
開始

2014年 googleがハンドル等が無い“完全自動走行“
試作車を公開（５月）

クラウドから道路構造データ等
を含む地図情報を読込み

自車周辺の状況をカメラ等で
センシングした結果と組み合
わせて走行経路を算出

内部処理（イメージ）

2015年6月、自動走行車の最新モデ
ル「Prototype」を米シリコンバレー地域
の 公道で試験する計画を表明。

－車の安全性を確認するだけでなく、
地域住民の車への反応も検証

－自動走行車を公共交通のインフラ
として利用する方式も検討

注）一方、カリフォルニア州は、同州において自動走行車にステアリン
グやブレーキ等、ドライバーが緊急時に対応できる装備が無い車
は、公道走行できなくなる法案を発表（2015年12月16日DMV法案）
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